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Current Status and Issues of the Position and 








市町村や事業委託先の Web 情報および県下から選定した 5 市の状況から，自治体により生活








































開されている。1 つは生活支援 CO であり，もう 1
つは協議体である。生活支援 CO は市町村区域（第



























研究，③コーディネーター（第 1 層・第 2 層それ
ぞれ）の実践に関するもの」だったと結論づけら
れている。なお，当該文献研究に含まれていない
2019 年度後期～ 2020 年度の先行研究について，
























20 市町社協が当該事業を受託，第 1 層生活支援

































































　Web 上で X 県内全 33 市町村（政令指定都市含む）
のホームページ，および第 1 層ないし第 2 層のい
ずれかでも事業委託が確認できた場合には委託先
機関・団体のホームページを閲覧した（2020 年 9







大 妻 女 子 大 学
人間関係学部紀要 人間関係学研究　22　2020
た。そのうち，委託先機関・団体のホームページ


































































のマッチング，（5）1 から 4 を実践するために必
有 確認不可
市町村 Web サイトでの情報掲載 13（39.4%） 20（60.6％）
委託先 Web サイトでの情報掲載※ 15（62.5％） 9（37.5％）



























































　G 市は F 市と同じく，第 1 層生活支援 CO は行
政直営，第 2 層生活支援 CO を市社会福祉協議会
に委託配置している。後述する X 県主催（X 県社
協委託）研修への参加が推奨されており，自治体
独自の研修は行われていない。
　H 市では，第 1 層生活支援 CO を社会福祉協議
会に委託配置し，第 2 層生活支援 CO は住民型で（協
議体の設置を先行し，協議の過程で地域住民から
第 2 層生活支援 CO を発掘・選出する）取り組み
を進めている。協議体形成過程や協議体の運用に
あたって，地域住民向けの勉強会が行われている。



















































































































































































































































































 1 ） 厚生労働省（2018）．地域支援事業実施要綱
（最終改正 平成 30 年 5 月 10 日 老発 0510 第
３号通知）．
 2 ） 厚生労働省（2015）．平成26年度生活支援コー
ディネーター（地域支え合い推進員）に係
る中央研修テキスト．




















 7 ） 前掲 3






























16 ） 前掲 15









21 ） 前掲 3
